
例１ 障害者の学びのニーズや学びの
成果としての社会参加機会の創出に
向けて、障害者本人による学びの成
果発表や思いの表現等の機会を設定

例２ 障害者の学びの場の担い手を育
成するための優れた実践事例の発表
や、ワークショップ等の実施

例３ 各テーマ（学びの場の類型、障害
種、実施主体等）ごとの分科会の開催、
関係者のネットワーク構築に資する
交流機会を設定

共に学び、生きる共生社会コンファレンス

平成２６年の障害者権利条約の批准や平成２８年の障害者差別解消法の施行等も踏まえ、学校卒業後の障害
者が生涯を通じて学び続けられる社会、共に学び生きる共生社会の実現に向けて、障害者の生涯学習の機会を
全国的に整備・充実することが急務である。
そこで、令和元年度より障害者の生涯学習活動の関係者が集う「共に学び、生きる共生社会コンファレン

ス」を全国ブロック別に開催し、障害者本人による学びの成果発表等や、学びの場づくりに関する好事例の共
有、障害者の生涯学習活動に関する研究協議等を行う。障害の社会モデルに基づく障害理解の促進や、支援者
同士の学び合いによる学びの場の担い手の育成、障害者の学びの場の充実を目指す。

会議、協議会
関係者間で共有する問題
について協議すること

コンファレンス
（Conference）

趣旨

コンファレンス実施内容 誰もが、障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会の実現

○150～300名程度を想定 ○障害者本人、学びの支援者・関係者、障害者の学びに関心のある人など
⇒都道府県・市町村職員（障害者学習支援担当、生涯学習、教育、スポーツ、文化・芸術、福祉、労働等）、社会教育主事、公民
館・図書館・博物館職員、特別支援学校等教職員、教職員経験者、障害者の学習支援実践者（NPO等）、大学関係者、福祉サー
ビス事業所職員、社会福祉協議会職員等。

参加者

【概要映像】令和３年度
関東甲信越ブロックの様子

【記録映像】令和３年度
中国・四国ブロックの様子



令和４年度「共に学び、生きる共生社会コンファレンス」 実施団体地域分布

兵庫県教育委員会

北海道教育委員会

秋田県教育委員会

宮崎県

大分県教育委員会

国立大学法人 愛媛大学

特定非営利活動法人
エイブル・アート・ジャパン

社会福祉法人 一麦会

特定非営利活動法人
クリエイティブサポートレッツ

東京都教育委員会

特定非営利活動法人 杏

NPO法人春日井子ども
サポートKIDS COLOR

北海道ブロック

東北ブロック

関東甲信越ブロック

東海北陸ブロックC

県内コンファレンス
東海北陸ブロックA

東海北陸ブロックB

近畿ブロックA

近畿ブロックB県内コンファレンス

中国四国ブロック

九州沖縄ブロック
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